
周知のように，会計基準設定は大勢として大会社または大企業を重視して進められ

るので，中小会社または中「小企業〔以下，英米流に「小会社」または「小企業」と

いう｡〕は〔会計〕基準設定過程においてしばしば見落とされている｣1) が，株式会社

会計は（産業によって異なった程度で）大会社会計と小会社会計へ二極分化する傾向

を持っているので,「大
ビッグ

〔会社〕GAAP／小
リトル

〔会社〕GAAP として知られるようにな

った問題｣2) を解決する方途として，大会社「会計基準から小会社を除外するために

実行できる多くのアプローチが存在する｣。

イギリスの会計諸団体
ボティーズ

諮問委員会 (CCAB) の作業部会によって作成された小企業

への会計基準の適用に関する諮問答弁書『規模または公益にもとづく〔会計〕基準か

らの除外』(1994年11月）によると，

1)「トップ・ダウン・アプローチ……の下では，所定の〔会計〕基準の所定の要請

は小会社に必須とされない（not being mandatory) ものとして特定される｣。
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1）Johnson, p. 8.

2）Fisher, p. 23.
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しかし，[1970年代後半の〕石油〔天然〕ガス〔会計〕

と〔1990年代前半の〕ストック〔オプション〕報酬〔の

会計〕の事例において，[議会を介した〕政治的圧力が

基本的に〔財務会計基準〕審議会の専門技術的な会計

〔基準〕決定の〔最終〕結果を変えた。

Beresford, 1996, p. 127.

Ⅰ 小会社会計の問題別制度化から小会社選好会計の存続保証へ



2)「ボトム・アップ・アプローチ……はすべての企業に適用さるべき中核的会計基

準を認定しようと試みる。他のすべての会計基準は〔適用〕除外されない会社にのみ

必須とされる｣。

3)「完全除外アプローチ……の基本原理はすべての〔会計〕基準からすべての小会

社を除外しようとする。……しかしながら，特殊な事例の吟味を欠いた，この種の

『総括的
ブランケット

』除外は除外が常に思慮分別をもって適用されないということを意味するで

あろう｣。

4)「特殊基準アプローチ」の下では,「小会社のために新しい一組みの会計基準が

開発されうる」が，そうした特殊「基準が一般基準を基礎づけている原則と整合すべ

く保証する問題が残る｣3)。

さて，これら４つのアプローチのうちで,「原則の問題として，ボトム・アップ・

アプローチがもっとも適切な方途を提示している｣4) が，もっとも実行が容易なのは

適用「除外が１回限りの基準 (one-off basis) でなされ続けるであろう最小の変化を伴

う｣5)トップ・ダウン・アプローチであると考えられる。

事実，アメリカの議会が会計基準設定過程に関与した一連の事例においては，問題

別に（特殊基準アプローチを採用したとみなされる財務会計基準書第７号『開発段階

企業の会計と報告』(1975年６月）を別とすれば）トップ・ダウン・アプローチが採

用されている。たとえば，1)財務会計基準書第25号『石油〔天然〕ガス生産会社に対

する会計要請の中止 財務会計基準審議会ステートメント第19号の修正』(1979年

２月）は小石油・天然ガス生産会社が主に使用する（探査支出をすべて無条件に資産

として計上する）全部原価法（full cost) 法の排除決定の取り下げを，2)財務会計基

準書第123号『株式を基礎とする報酬の会計』(1995年10月）は当面即座に高収益を期

待できない会社（特に 小
スモール

ハイテク会社）が選好するストック・オプション報酬費用

非認識会計の中止提案の取り下げを，3)財務会計基準書第141号『企業結合』(2001年

６月) と第142号『のれんとその他の無形資産』(2001年６月) は企業結合によるシナ

ージィー効果を期待できない会社（特に小ハイテク会社）が選好する持分プーリング

法の排除提案の取り下げと同じ利益効果になる買い入れのれんの非償却を容認してい

大阪経大論集 第53巻第３号206

3）CCAB Consultative Document, para. 8. 1.

4）CCAB Consultative Document, para. 9. 1.

5）CCAB Consultative Document, para. 8. 1.



る。

もちろん，どの事例にも,「政治的スポット・ライトが明るく照射されている｣6)が，

第１事例から第２・第３事例に移るにつれて，小会社会計の問題別制度化から（株価

逆連動利益会計に対立する株価非連動利益会計の擁護に組する）小会社選好会計の存

続保証への重点移動が観察される。

そこで，以下，本稿においては，事例生起順に議会による「会計基準設定過程への

政治的干渉｣7) の微妙な機能変化の道筋を追跡する作業を通じて，会計の総過程（特

に会計基準設定過程）に対する「議会の監視〔と関与〕がわれわれの社会とわれわれ

の経済的環境の必要欠くべからざる一部である｣8) ということを解明したい。

もちろん,「会計基準設定過程の政治領域への移動はたぶん会計基準の首尾一貫性

と概念的支えをより少なくする」が，その代わりに会計基準の社会的受容性と制度的

正統性をより大きくするので，本稿がそうした会計基準設定「過程の行政化 (govern-

mentalization)｣9) または統治化について理解を深めるのに少しでも貢献することがで

きれば，幸甚である。

Ⅱ 小石油天然ガス会社が主に使用する全部原価法の排除決定の取り下げ

「かつて，それほど遠い昔のことではないが，会計は本来非政治的な問題
サブジェクト

であると

考えることができた時期があった〔が]，今日では，[会計〕基準設定過程に関する論

議から判断すると，会計はもはや非政治的な問題であると考えることはできない｣10)。

たしかに，会計「基準が政治行 動
アクション

の結果である｣11) と解すると，会計基準として

「容認しうる会計方法を選択する過程は一つの政治過程に外ならない｣12) が，会計基
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6）Beresford, 2001, p. 83.

その場合には,「『政治的』を利己的考慮または投資家やその他の利用者に不利益と
なる作成者その他による申し立てを意味すると〔狭く〕定義する」(Zeff. 2002, p. 43.)
傾向がみられる。

7）Beresford, 1996, p. 129.

8）Beresford, 2001, p. 84.

9）Beresford, 1995, p. 57.

10) Solomons, p. 65.

11）Watts and Zimmerman, p. 287.

12）May and Sundem, p. 750.



準の設定がことごとく「政治的に鋭敏
センシティヴ

な会計問 題
イッシューズ

｣13) となるわけではない。

筆者の考えでは,「大企業は報告利益を引き下げる会計基準を支持する」傾向をも

っているのに対し,「小企業は報告利益を引き下げる会計基準に反対する｣14) 傾向を

もっているので，いずれかへ偏った会計基準が設定されると，それは政治的に「もっ

とも鋭敏な〔会計〕基準の一つ｣15) となる。

そこで，従来，会計基準設定機関は「後入先出法」のようにその「採用が大会社に

集中されている整然かつ明瞭な傾向｣16) が認められる会計方法と先入先出法のように

「小会社の大部分｣17) が採用している会計方法をともに等しく容認することによって,

「会計基準設定にまつわる政治的困難さ｣18) を回避するのが常であった。しかしなが

ら，もし，その場合に，収益力に劣る「小会社には普及していない」｢後入先出法の

採用｣19) をその余裕のない小会社に無理強いすれば,「会計基準設定の政治 (問題) 化

(politicization) は不可避であったばかりではなく，当然の成り行きであった｣20)ろう。

そこで,「類似した初期事例」の中で,「投資税額控除の会計〔として繰延法と一括

計上 (flow through) 法〕のいずれの方法も会社に許す……1971年の議会による決定」

に次ぐ「石油〔天然〕ガス探査コストの会計」として「全部原価法
フ ル ・ コ ス ト

の排除を不可能に

する｣21) 1970年代後半の議会の関与に焦点をしぼると，成功部分原価 (successful ef-

forts) 法と呼ばれる探査に成功したコストのみを資産として計上し,「探査に失敗し

たコストを〔損失として〕その期の利益に賦課するコンヴェンショナルな〔会計〕実

務｣22) に対して,「『全部原価』法として知られている1959年に出現した〔比較的新し

い〕もう一つの会計実務｣23) は「特に小〔独立〕石油会社の間でかなり普及した｣24)
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13）Solomons, p. 68.

14）Dhaliwal, p. 79.

15）Solomons, p. 68.

16）Butters and Niland, p. 61.

17）Copeland, Wojdak and Shank, p. 97.

18）Horngren, p. 66.

19）Copeland, Wojdak and Shank, p. 99.

20）Gerboth, p. 481.
21）Zeff, 1997, p. 507 n.

22）Klingstedt, p. 80.

23）Naggar, p. 72.

24）Field, 1969, p. 41.



のに,「大統合〔石油〕会社の間では愛用されなかった｣25)。

その結果，1960年代末に実施された調査では,「55社を超える企業が全部原価法を

使用していることがわかっているが，そのほとんどは非巨大・非統合〔石油会社〕で

ある｣26)と報告され，さらに1970年代初めに実施された調査でも,「若干の注目に値す

る例外（テキサコ，テネコとオキシデンタル）を認めると,「当該産業における大成

熟会社は一般に成功部分原価法を採用している……のに対し，小新興会社は一般に全

部原価法を使用する｣27) 二極分化が確認されている。なお，その際に，例外とされて

いたテキサコは「数年間全部原価法を使用した後，……成功部分原価法に戻った｣28)

ことに注意されたい。

以上のような経過からして,『ウォール・ストリート・ジャーナル』1975年10月６

日号（の “Accountants to Tackle Oil and Gas Standards To Head Off Congress” という

記事）に「当該産業の大成熟会社は一般に〔成功部分原価法によって，探査に失敗し

た〕支出を即座に〔損失として利益に〕賦課しているのに対し，新興の小『独立』生

産会社は通常……『全部原価』会計法にしたがっている｣29) と報じられたとしても，

少しも不思議ではないが，それでは，なぜ「大石油〔天然〕ガス会社は成功部分原価

法を使用する傾向をもっていた〔のに対し]，小会社は全部原価法を使用する傾向を

もっていた｣30) のであろうか。

この問いに答えるかのように，｢全部原価法採用会社は〔1978年春に証券取引委員

会が開いた公聴会において〕われわれは一般に探査事業において新 興
ニューアー

会社であり，

したがって〔総経費の大部分を占めている〕探査事業コストが〔報告〕利益に対して

及ぼす相対的影響を低めるのに十分な収益を供給しうる埋蔵資産 (a base of estab-

lished producing properties) をもっていない」ので，引き上げられ，かつ「平準化さ

れた〔報告〕利益が……持分〔証券〕市場から新資本を手に入れるために必要であっ

た，と陳述していた｣31)。
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25）Naggar, p. 72.

26）Klingstedt, p. 79.

27）Patz and Boatsman, p. 393.

28）Baker, p. 158.

29）Metcalf Subcommittee Report, p. 1397.

30）Cooper, Flory and Grossman, p. 11.

31）Deakin, p. 724.



いずれにしても，石油天然ガス探査コストの会計においては,「会社規模による

〔会計〕政策の分化 (demarcation)｣32) が「二者選一的
オ ル タ ナ テ ィ ヴ

会計方法を使用している会社

間の差異｣33) としてはっきりとあらわれていたので，大会社が使用する「成功部分原

価法の支持者と〔小会社が選好する〕全部原価法の支持者の間の論争は〔全部原価法

を排除して，小会社に成功部分原価法の使用を強制する〕財務会計基準書第19号が

〔1977年12月に〕発表されるずっと以前から政治的含みを
オーヴァートーンズ

もっていた[が]，……〔両

者の〕政治活動は財務会計基準書第19号発表後加速化した｣34)。

事実,「財務会計基準書第19号に対する反対は先例のない激しさであった｣35)。特に，

小「独立石油会社は〔あらゆる機会を利用して] 石油産業における全部原価法の排除

は小企業による参入と探査努力を思い止まらせる結果として，当該産業における競争

力の低下をもたらし,『エネルギー危機』の解決に不利な影響を及ぼすであろう，と

主張した｣36)。

その結果,「石油〔天然〕ガス産業における〔小会社の〕会計〔方法〕の強制的変

更からもたらされると主張されたマクロ経済的帰結の重大さ｣37) を無視できなくなっ

た「証券取引委員会が〔1978年８月31日に会計連続通牒第253号をもって〕財務会計

基準書第19号を事実上無効にした｣38) ので，財務会計基準審議会も1979年２月に財務

会計基準書第25号をもって全部原価法の排除による成功部分原価法への強制的変更を

無限に延期せざるをえなかったのである。

もし，その場合に,「被害を受けることを感知した〔小〕石油〔天然〕ガス会社か

らの政治的圧力がかからなかったならば，証券取引委員会が……〔小石油会社が選好

する全部原価法を排除する会計〕基準を却下するような行動をとらなかったことは，

疑う余地がない｣39)。
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32）Field, 1970, p. 10.

33）Deakin, p. 733.

34）Most, p. 65.

35）Deakin, p. 722.

36）Prakash and Rappaport, p. 37.

37）Collins and Dent, p. 5.

38）Cooper, Flory and Grossman, p. 11.

39）Solomons, p. 68.



以上考察したように，石油天然ガス探査コストの会計は「市場〔支配力として購買

力と販売〕力をもっている〔大〕企業とそれをもっていない〔小〕企業によって使用

される会計方法の整然とした相違｣40) を示している。これに対し,「ストック・オプ

ション〔報酬〕の会計は未解決の問題でいっぱいである｣41) ので，問題を回避するた

めに報酬費用を計上しない費用非認識会社間の利益効果の差異を示している。

もちろん，その場合に,「報酬費用の非認識は〔経営者または〕従業員ストック・

オプションが使用者〔企業〕にとって無料 (free) である……ということを意味して

いる｣42) が，これまで積み重ねてきた経験から，たとえば,「1980年代初めの固定型

ストック・オプションの利用の劇的増加｣43) または爆発的成長にみられるような「ス

トック・オプションの流行は……オプション報酬……費用計上の欠如……のせいと考

えられてきた｣44)。

たしかに,「経営者〔または従業員〕報酬としてのストック・オプションの利用は，

ほとんどの事例で報酬費用を計上しない現行の会計処理によって促進されている｣45)。

したがって，そうした事態を無視して，ストック・オプション報酬の費用計上が強要

されたならば,「望ましくない経済的帰結」として「多くの〔企業〕主体がストック

・オプション・プログラムを削減し，または削除するであろう｣46) と予想される。

いや，そればかりではない｡「ストック・オプション〔報酬〕の費用計上
イクスペンシング

と〔それ

による〕利益縮減」はストック「オプション・プログラムの減退に導く」過程で,

「容赦なく〔特に小〕新 興
スタート・アップ

〔ハイ〕テク会社を痛め付ける｣47) に違いない。

では，どうして，ストック・オプション報酬の費用計上の「小……〔新興〕会社と
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Ⅲ 小会社が選好するストック・オプション報酬費用非認識会計の

中止提案の取り下げ

40）Hagerman, p. 46.

41）Rouse and Barton, p. 68.

42）SFAS No. 123, para. 77.

43）Dechow, Hutton and Sloan, p. 3.

44）Huddart and Lang, p. 6.

45）Scoones and Eichen, p. 267.

46）SFAS No. 123, para. 83.

47）Fuersich and Lukach, p. 25.



大成熟会社への影響は著しく異なる｣48) のであろうか。少しく考究してみれば，すぐ

わかるように，いくつかの理由から，ストック・オプション報酬の費用計上は小

「新 興
イマージェント

会社の年次純利益を著しく縮減する潜在力｣49) をもっている。

「第１に，[小〕新興会社は〔大〕成熟会社よりも低い純利益（またはしばしば欠

損）を計上する傾向をもっているので，[利益の〕わずかな縮減も著しい減少率とな

る。第２に，[小〕新興会社は……〔大〕成熟会社よりもかなり高い〔株価〕変動性

とより低い（または無）配当想定というかなり異なった仮定を選択した結果，[小〕

新興会社にとってより高い一株当りオプション価値となる。第３に，[小〕新興会社

は一般に報酬を支払う現金が不足しているので，[大〕成熟会社よりももっと多く株

式を基礎とする報酬プログラム……を利用する傾向をもっている｣50)。

ついで，視点を変えて，大会社の側から説明すると,「大会社にとっては，いくつ

かの理由で，……〔ストック・オプション報酬の費用計上の〕影響はきわめてわずか

である。第１に，オプションの下にある株数は，総数では大きいけれども，発行済株

数との関係で〔相対的に〕小さい。第２に，大成熟会社の株価変動性は一般に小会社

のそれよりも低いので，[ストック〕オプションの価値は減少する｣51)。

以上考察したように,「ストック・オプション〔報酬の〕費用〔計上〕は〔ストッ

ク・オプションを広範に利用している急成長〕企業〔特に小「新興ハイテク企業｣52)〕

の業績測定に重要な影響を与える｣53) ので,「財務会計基準審議会が1993年〔６月〕

に〔経営者または〕従業員に付与したストック・オプションの価値に対して報酬費用

を認識することを会社に要求した議論の余地のある公開草案を発表した｣54) 時に，当

該「公開草案は……〔小新興ハイテク企業からの反対と〕批判に出会った｣55) ばかり

ではなく，小新興「ハイテク会社〔の代表〕によってリードされた〔議会メンバーに

対する〕大規模なロビング・キャンペン｣56) に直面した。その結果，財務会計基準
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48）Ciccotello and Grant, p. 72.

49）Doyle, p. 42.

50）Akresh and Hassan, p. 77.

51）Ciccotello and Grant, p. 76.

52）Zeff, 1997, p. 508.

53）Botosan and Plumlee, p. 312.

54）Huddart and Lang, p. 6.

55）Stocks and Wilder, p. 124.



「審議会による重大な妥協」の産物として1995年10月に発表された財務会計基準「書

第123号はストック・オプションの〔報告利益に対する推定希薄化〕効果の〔脚注〕

開示を要求するが，損益計算書における〔ストック・オプション報酬〕費用の非認識

を許す以前の会計ルールの継続〔使用〕を認める｣57) ことになった。

そこで，調査対象会社を大成熟会社と小新興会社へ分類した上で，1995年度と，

1996年度の「実質ベース (プロフォーマ) の開示額と損益計算書の報告額の間の純利

益と一株当り利益の変動率の分析｣58) を試みた結果を一覧できる形に整理してみると，

表１に示したように,「財務会計基準書第123号は〔小〕新興会社に対して〔大〕成熟

会社に対するよりも重大な……影響を与えている｣59) ことが判明する。

Ⅳ 株価逆連動利益会計に対立する株価非連動利益会計の擁護

論及するのが遅くれたが，経営者または「従業員へ付与されたストック・オプショ

ンの公正価値の測定は〔1993年６月に〕財務会計基準審議会の提案〔した公開草案〕

におけるもっとも議論の余地のある問題の一つであ〔ったといわれてい〕る｣60)。な
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56）Peterson, 1995, p. 3.

57）Beresford, 1997, p. 83.

58）Akresh and Hassan, p. 76.

59）Doyle, p. 42.

表１ 純利益と一株当り利益の増加(減少)率

純利益 一株当り利益

1995年度 1996 1995 1996

大
成
熟
会
社

最高
中位
最低

87.00％
1.95
(6.10)

70.00
0.87
(1.22)

98.31
2.07
(7.06)

23.22
0.86
(1.61)

平均 4.79 2.70 4.70 2.22

小
新
興
会
社

最高
中位
最低

277.31
9.91
0.15

87.22
3.74
0.00

280.00
10.75
0.00

100.00
3.54
0.00

平均 23.80 8.80 24.89 9.94

Akresh and Hassan, p. 76.



ぜなら，経営者または「従業員ストック・オプションの価値は妥当な程度の正確さを

もって測定されえない」からである｡「この見解にしたがえば，財務会計基準審議会

の精巧な〔ブラック・ショールズ〕オプション評価モデルに対する信頼は置き間違い

である｣61)

たしかに,「ブラック・ショールズ・モデルはますます〔株式を基礎とする報酬を

評価するための〕えり抜きのモデルとみなされている」が，当「モデルは当初市場

〔性ある〕ストック・オプションを評価するために開発された｣62) ものである。

これに対し，経営者または「従業員ストック・オプションは〔他人への「オプショ

ンの非譲渡性｣，｢企業に雇用され続ける必要｣，｢インサイダー取引ルール」に沿う取

得株式即時売却の禁止，｢繰り延べられる行使可能性｣63) など〕いくつかの注目すべ

き点で〔市場で〕公開取引されている〔市場性あるストック〕オプションと違う｣64)

ので，｢ブラック・ショールズ・オプション評価モデルからえられる〔経営者または

従業員オプション・ストックの〕推定値は公正価値を〔｢少なくとも40パーセントだ

け｣65)〕過大評価する傾向をもっている｣66)。

したがって,「経営者〔または従業員〕ストック・オプションと市場〔性ある〕ス

トック・オプションの相違を認識するため [評価] モデルの〔推定〕値を修正するこ
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60）Fuersich and Lukach, p. 27.

61）Crawford and Franz, p. 60.

62）Young, p. 57.

63）AcSEC Issue Paper, paras. 142�145.

さらに，付言すると,「市場性あるストック･オプションの行使は個々の株主によっ
て保有されている発行済株式の割合を変えるが，発行済 [株式] 金額を変えることは
ない。これに比べて，[経営者または〕従業員ストック・オプションの行使は発行済
株式金額を増加するので，それによって [既]存株主の所有額を希薄化する」(AcSEC

Issue Paper, para. 146.)。
しかし､「ブラック・ショールズ〔モデル〕は〔経営者または〕従業員ストック・
オプションの発行の希薄化効果を無視している」(Scoones and Eichen, p. 276.)。

64）Scoones and Eichen, p. 273.

65）Doyle, p. 40.

66）Botosan and Plumlee, p. 318.

実際には,「ほとんどの経営者は[ストック・オプション]報酬を過大評価するより
もむしろ過小評価することを選択するので,一般に下方偏向を招くであろう」(Craw-

ford and Franz, p. 62.)。



とによって｣，両者の「相違を納得のいくように処理する｣67) ことができなければ,

｢ストック・オプションの公正価値の信頼しうる推定値をうることは不可能である｣68)。

もちろん，その場合に,「他の投入〔要素〕が同じ状態のままであると仮定すれば，

[株価〕変動性が高ければ高いほど，ストック・オプションの価値は大きくなる｣69)

が, 大勢として「ストック・オプションの価値は株価に依存する｣70) ので,「もしも

株価が報告利益の関数であるならば，利益が上がるにつれて，株価が上がる」と，内

生のれんの増価を通じて,「費用計上額が上がるので，報告利益が減る。……〔それ

とは反対に〕利益の減少は株価を下げ，[内生のれんの減価を通じて〕費用計上額を

減らす〔ので]，報告利益を増やす｣71) に相違ない。

したがって，そうしたステップを踏む株価逆連動利益会計は逆効果を招くことにな

る。すなわち,「株価が全般的に上昇傾向にある時には，乏しい業績を挙げている経

営者はストック・オプションを通じて，報酬をうることができる。同様に，市〔況〕

が全般的下落傾向にある時には，良好な業績を挙げている経営者はストック・オプシ

ョンを通じて，少しも報酬をえられない。それゆえ，短期的には，ストック・オプシ

ョンは少なくとも企業の株価が企業の業績に関連しない程度まで〔経営者または〕従

業員と株主の利害とうまく連携しないのである｣。

あらためて指摘するまでもなく，そうした「短期的〔株式〕市況変動の結果として

ストック・オプション報酬に生じる｣72) 逆効果を防止するためには，それを招く株価

逆連動利益会計を「会社または産業に対する考えられる負の経済的効果｣73) を与える

「望ましくない会計｣74) とみなして，それそれに対立する株価非連動利益会計を擁護

しなくはならない。その意味で,「ストック〔オプション〕報酬の費用認識の代わり

に〔脚注〕開示を提案した」｢多くの〔コメント〕レター｣75) にしたがって，あくま
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67）Young, p. 57.

68）Fuersich and Lukach, p. 27.

69）Young, p. 58.

70）Stocks and Wilder, p. 126.

71）ACSEC Issue Paper, para. 104.

72）Stocks and Wilder, p. 126.

73）Beresford, 1988, p. 2.

74）Sweeney, p. 55.

75）SFAS No. 123, para. 374.



でも費用非認識に固執する株価非連動利益会計を容認したのはそれを求める「すさま

じい政治的圧力の結果｣76) であったと理解される。

以上考察したストック・オプション報酬の費用認識会計と同じように，買収法によ

る企業結合会計は買い入れのれんの償却（評価損計上）または消極のれんの償却（評

価損計上）を通じて株価変動とは逆方向の報告利益変動をもたらす。したがって，そ

うした株価逆連動利益会計によれば,「すべての企業結合は……買収法を用いて会計

されなければならない｣77) ので，持分「プーリング法はいかなる企業結合を会計する

のに用いられるべきではない｣78) が，それに対立する株価非連動利益会計を擁護しよ

うとすれば, あたかも持分「プーリング〔法〕がすべての株式〔交換による〕企業結

合に用いられ｣79) たかのように，買い入れ「のれんは償却されてはならない｣80) こと

になる。いや，そればかりではない｡「持分法投資と結びついたのれん（持分法のれ

ん）は企業結合から生じるのれんと同じ仕方で会計されるべきである｣81) ので，持分

法のれんも「償却されてはならない｣82) ことになる。

企業結合会計の歴史が教えているように,「現行会計モデルは内生のれん……の認

識を許さない｣83) が，企業結合によって「取得されたのれんは〔減価しても〕内生の

れんによって取って代わられる｣84) ので，財務会計基準審議会がそこに論拠を求めた

買い入れのれんの非償却は，さきに考察した経営者または従業員ストック・オプショ

ン報酬の費用非認識と同じように，この間まで「経済ブームをリードしてい〔たが，

終局的につまづいてい〕るハイテク新興会社
スタート・アップス

｣85) の「『成長』株や『ハイテク』株の

重要性の増加のような関連現象を伴う，1990年代の間に生じた株式市場評価の全般的

増加｣86) に沿って創発された株価逆連動利益会計と対立する株価非連動利益会計を擁
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76）Stocks and Wilder, p. 127.

77）SFAS No. 141, para. 13.

78）SFAS No. 141, para. B 79.

79）Beresford, 2001, p. 83.

80）SFAS No. 142, para. 18.

81）SFAS No. 142, para. B 169.

82）SFAS No. 142, para. 40.

83）SFAS No. 142, para. B 85.

84）SFAS No. 142, para. B 74.

85）Peterson, 2000, p. 8.

86）Dechow and Skinner, p. 242.



護するだけではなく, 小会社選好会計の存続保証につながるのである。
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